
いての視察等の情報収集回数・地域農業者との交流や、地域野菜の給食への供給が促 動

　進されます。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・地域農業の市民へのＰＲを通して地域農業者の生産意 標 予　定 1 1 -指標値
　欲の向上を図るとともに、肥料購入経費の節減効果も 2

実　績 1 1 －－－　見込めます。

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・生ごみ処理機でできた堆肥を引取り、栽培した野菜を 標 予　定指標値
　給食食材として納入するには、地域農業者の協力が不 3

実　績 －－－　可欠です。関係部署と連携し、協力農家の確保に努め

　ます。 名称 単位
・学校給食単独調理校以外の学校給食の生ごみの減量化 活

内容説明　及び資源化について検討が必要です。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅲ：廃止または終了

すべての学校給食単独調理校への生ごみ処理機の設置を完了した後、学校給食共同調理場への設置を検討し

てきましたが、設置スペースや設置費用、処理後の堆肥の安定した利用等、多くの課題があることから、本

事業を廃止します。今後は、資源循環型生ごみ処理機維持管理事業の中で、学校給食共同調理場から排出さ
今後の方針等

れる生ごみの委託による資源化を目指します。

平成２９年度　事務事業評価表
9880

一般会計

事務事業名 資源循環型生ごみ処理機設置事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 環境総務課 廃棄物対策担当 柏原　哲也

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物処理法

根拠法令 名　称 循環型社会形成推進基本法

環境教育等促進法

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成30年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内公共施設（学校給食施設） 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 0 0 0

人件費 818 1,621 1,621

目　的 総事業費 818 1,621 1,621

学校給食調理くず等の減量化及び資源化を推進します。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・学校給食単独調理校に業務用生ごみ処理機を設置しま その他 0

　す。 一般財源 0

・給食生ごみの堆肥化を通して、資源循環システムの仕 合　計 0

　組みづくりを学校に働きかけます。 ３.活動内容

名称 生ごみ処理機設置台数 単位 台
活

内容説明 新たに設置した生ごみ処理機の数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 0 0 -指標値
1

実　績 0 0 －－－成　果（効果･予測）

・ごみの減量化・資源化による環境負荷の低減や、地球 名称 生ごみ資源化に関する情報収集回数 単位 回
　温暖化防止に寄与します。 活

内容説明 生ごみの減量化及び資源化につ



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市が排出する生ごみを減量化・資源化するための事業であり、一排出事業者の責務と

して取り組む必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 生ごみを排出する市施設は学校給食単独調理校以外にもあり、取組を拡大する余地が

あります。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業遂行上、必要最低限の事業費及び人工であり、引き続き効率的な事業実施に取り

組みます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
市施設が排出する生ごみの減量化・資源化を推進する事業であり、受益・負担は適正

です。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
ごみの減量化・資源化の推進による環境負荷の軽減とともに、資源循環システムを構

築し、食育や地域農業の振興等に繋がる取組みとして、市ホームページによる情報提
Ａ Ａ Ａ

供を行っています。



市民・事業者アンケート数 単位 件
　についてまとめるとともに、１６の環境要素（空気、 活

内容説明 環境保全に関するアンケート調査対象者数　緑、資源等）の推移をそれぞれグラフ化することで、 動

　市域における各要素の実態が把握できます。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・年次報告書（やまとの環境）を作成・公表することに 標 予　定 3,000 3,000 3,000指標値
　より、市域の環境実態について市民や事業者と情報共 2

実　績 3,000 3,000 －－－　有ができます。

名称 年次報告書の発行 単位 回
活

内容説明 環境基本計画年次報告書発行数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・環境基本計画に掲げる目標を達成するには、環境配慮 標 予　定 1 1 1指標値
　指針に基づき、市民、事業者、行政がさらに実践的に 3

実　績 1 1 －－－　取組むことが必要です。

・市域において、温室効果ガス排出量をさらに抑制する 名称 単位
　ことが必要です。 活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・大和市環境配慮指針や新たな大和市環境基本計画の存在や内容について、市民や事業者に知っていただけ

　るよう、様々な方法で普及・啓発活動をしていきます。

・新たな大和市環境基本計画に基づき、進行管理を行います。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9931

一般会計

事務事業名 環境基本計画推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 環境総務課 地球温暖化対策担当 柏原　哲也

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 二酸化炭素の排出量が削減されている

環境基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成11年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

環境基本計画に示す環境要素 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 880 4,482 816

人件費 7,886 8,548 6,863

目　的 総事業費 8,766 13,030 7,679

環境基本計画の個別指標により施策を推進します。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・進行管理システムによる目標の達成状況、施策の進行 その他 0

　状況等について点検・評価を行います。 一般財源 816

・市民、事業者にアンケートを実施します。 合　計 816

・年次報告書を発行します。 ３.活動内容
・市域の温室効果ガス排出量を算定します。 名称 環境基本計画の進捗状況の点検、評価数 単位 件

活
内容説明 環境基本計画の進捗状況を点検、評価した「市の役割」の数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 239 239 239指標値
1

実　績 239 239 －－－成　果（効果･予測）

・直近５年間の実績値や取組みごとの決算額、投入人員 名称



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市域における１６の環境要素を把握するためには、市の関与が必要となります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 市域の環境実態を市民、事業者、市職員に伝え、環境への意識向上を図るとともに、

アンケート結果などを今後の施策にどう活かしていくのか検討します。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
市域の環境実態の把握に必要な経費であり、適正であると考えています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
本市の望ましい環境の実現を目的とした事業であり、受益・負担は適正であると考え

ます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
市民や事業者にアンケートに回答していただき、その結果を公表することで、市民参

加を実現しているほか、年次報告書を作成して市域の環境実態を公表することで、市
Ａ Ａ Ａ

民の環境に対する意識向上につなげています。



支援することにより、 名称 「やまと　みどりの学校プログラム」取組学校数 単位 校
　子どもたちが環境保全活動への関心を高め、さらに自 活

内容説明 自発的に行う身近な環境保全活動への取組学校数　発的に取組むようになると期待されます。 動

・子どもとともに保護者等の大人も参加できる事業を行 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

　うことで、市民の環境意識の向上につながります。 標 予　定 28 28 28指標値
2

実　績 28 28 －－－

名称 環境省こどもエコクラブ登録団体支援数 単位 団体
活

内容説明 市内の民間非営利団体等で支援を受けた団体数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・みどりの学校プログラムでは、学校における環境教育 標 予　定 1 1 1指標値
　の普及に伴い、取組むテーマが多様化していることか 3

実　績 1 1 －－－　ら、ニーズに応じた支援を行う必要があります。

・市民や事業者に、環境への関心をさらに高めてもらう 名称 単位
　必要があります。 活

内容説明　 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

「セミのぬけがら調査」や「ツバメ情報調査」を継続して実施し、広報やまとやホームページで情報発信を

することで、市民に身近な環境に目を向けていただきます。また、「かんきょうノート」や「やまと みど

りの学校プログラム」を推進し、子どもたちの環境への意識や関心も高めていきます。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9989

一般会計

事務事業名 環境意識啓発事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 環境総務課 地球温暖化対策担当 柏原　哲也

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 二酸化炭素の排出量が削減されている

環境基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成11年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民、事業者、市職員 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 1,036 1,034 1,149

人件費 5,952 5,158 4,996

目　的 総事業費 6,988 6,192 6,145

市民の環境意識の高揚や啓発を図ります。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・ホームページ等で環境行政情報を提供します。 その他 0

・市民環境調査（セミのぬけがら調査、ツバメ情報調 一般財源 1,149

　査）を実施します。 合　計 1,149

・「やまと　みどりの学校プログラム」を支援します。 ３.活動内容
・こどもエコクラブを支援します。 名称 かんきょうノートの配布数 単位 部
・かんきょうノートを配布します。 活

内容説明 市内公立の中学校生徒数と小学５年生の児童数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 7,600 7,300 7,300指標値
1

実　績 7,260 7,331 －－－成　果（効果･予測）

・小中学生の環境への取組を市が



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市が率先して環境意識の向上を図るために、環境負荷の少ない活動を推進していく必

要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 省エネや節電、環境負荷の軽減活動など、より実践的な環境配慮行動を検討し、より

多くの市民等に参加していただく必要があります。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
自主的な環境活動への支援や環境配慮行動への普及・啓発を実施するために、経費は

適正な水準です。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
市民の環境意識を向上させることを目的とした事業であり、受益・負担は適正である

と考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
市民環境調査や環境学習など、市民や学校と連携した環境活動を行うにあたっては、

広報やまとやホームページ等を活用して広く情報提供をしています。
Ａ Ａ Ａ



　家庭系ごみが減少している状況が継続されています。 活
内容説明 家庭系ごみ総排出量/人口/日動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 447 445 444指標値
2

実　績 435 424 －－－

名称 リサイクル率 単位 %
活

内容説明 （総資源化量/総排出量）×１００動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・一般廃棄物処理基本計画に掲げた平成３７年度目標値 標 予　定 26.8 29.1 28.8指標値
　である「市民１人１日当たりの家庭系ごみ排出量４３ 3

実　績 26.7 27.8 －－－　８ｇ」及び「リサイクル率３２．２％」を達成するた

　め、具体的な施策等を推進していく必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

一般廃棄物処理基本計画のリサイクル率の目標を達成するため、引き続き市民に対してごみの減量化・資源

化量の啓発を行うほか、事業系ごみの減量化に効果的な取組について検討します。

また、大和市環境管理センターの延命化工事に備え、同センター敷地を使用して実施している剪定枝の資源
今後の方針等

化実証事業の継続可否について検討を行います。

平成２９年度　事務事業評価表
15395

一般会計

事務事業名 ごみ減量化推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 環境総務課 廃棄物対策担当 柏原　哲也

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物処理法

根拠法令 名　称 容器包装リサイクル法

小型家電リサイクル法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成18年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民等 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 958 3,948 6,192

人件費 6,919 8,327 9,064

目　的 総事業費 7,877 12,275 15,256

ごみの減量化及び資源化の推進を図ります。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・ごみ量、資源量の推移等を公開します。 その他 0

・ごみの減量化・資源化施策を市民の協力のもと推進 一般財源 6,192

　します。 合　計 6,192

・一般廃棄物処理基本計画の目標達成に向け、ごみの減 ３.活動内容
　量化・資源化の取組を進めます。 名称 広報等での周知回数 単位 回

活
内容説明 ごみ減量化・資源化に関する市民への周知回数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 4 4 4指標値
1

実　績 4 4 －－－成　果（効果･予測）

・家庭系有料指定ごみ袋制度により、導入前と比較して 名称 市民1人1日当たりの家庭系ごみ排出量 単位 g



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
ごみの減量化・資源化の推進は、市が主導して取り組む必要があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 市民１人１日当たりのごみの排出量は減少傾向にありますが、引き続き一般廃棄物処

理基本計画に則した減量化・資源化に取り組んでいきます。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業遂行上、必要最低限の事業費及び人工であり、引き続き効率的な事業実施に取り

組みます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
全ての排出者に向けたごみの減量化、資源化を推進する事業であり、受益・負担は適

正です。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
ごみの減量化、資源化の推進による環境負荷の軽減を目指して、広報、ホームページ

等によるごみの排出量、家庭系有料指定ごみ袋の売上額及び使途等の情報提供を行っ
Ａ Ａ Ａ

ています。



設置する 名称 太陽熱利用システム設置費補助件数 単位 件
住宅が増加することにより、再生可能エネルギーの利用 活

内容説明 住宅用太陽熱利用システムの設置費補助金交付件数が促進され、温室効果ガス排出量の削減が期待されます 動

。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 6 6 3指標値
2

実　績 0 1 －－－

名称 家庭用燃料電池システム設置費補助件数 単位 件
活

内容説明 家庭用燃料電池システムの設置費補助金交付件数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

補助申請件数が落ち着いてきており、市民に補助制度の 標 予　定 0 0 60指標値
活用についてさらに呼び掛けるとともに、補助対象の拡 3

実　績 0 0 －－－大等についても検討する必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

既存の太陽光発電システム等（太陽光発電、ＨＥＭＳ、リチウムイオン蓄電池）と太陽熱利用システムへの

補助制度に加え、平成３０年度からは省エネルギー技術を活用する新制度として、家庭用燃料電池（エネフ

ァーム）の設置に対する補助を開始することにしました。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
24633

一般会計

事務事業名 太陽光発電等推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 環境総務課 地球温暖化対策担当 柏原　哲也

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 二酸化炭素の排出量が削減されている

地球温暖化対策の推進に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成21年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民・行政 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 4,793 5,193 9,792

人件費 6,994 5,453 6,131

目　的 総事業費 11,787 10,646 15,923

再生可能エネルギー（太陽光）等の利用促進による地球 30年度事業費（予算額）財源内訳
温暖化対策を推進し、低炭素社会の実現を目指します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・住宅用の太陽光発電システム等（太陽光発電システ　 その他 0

　ム、ＨＥＭＳ、リチウムイオン蓄電池)と太陽熱利用 一般財源 9,792

　システムの設置に対し、補助金を交付します。 合　計 9,792

３.活動内容

名称 太陽光発電システム等設置費補助件数 単位 件
活

内容説明 住宅用太陽光発電システムの設置費補助金交付件数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 170 168 120指標値
1

実　績 95 99 －－－成　果（効果･予測）

太陽光発電システム等と太陽熱利用システムを



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
地球温暖化対策を促進するためには、市域の住宅で太陽光発電システム等や太陽熱利

用システムの設置が進むことが有効ですが、設置費が高額なため、市の関与により設
Ａ Ａ Ａ

置支援を行う必要があります。

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 太陽光発電システム等や太陽熱利用システムの補助制度について、広報やまとやホー

ムページへの掲載、自治会を通じたチラシの回覧以外にも、様々な方法で周知を図る
Ｂ Ｂ Ｂ

必要があります。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
県内や近隣市の状況等を勘案して補助金額を設定しているため、適正であると考えて

います。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
補助金額は、県内他市と同水準であるほか、先着順で交付しており、受益・負担は適

正であると考えています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
再生可能エネルギー利用を促進する事業であり、環境負荷の軽減に向けた取組みとな

っているほか、補助制度の導入によって市民の環境負荷軽減への参加も得られていま
Ａ Ａ Ａ

す。また、広報やまとやホームページへの掲載、自治会を通じたチラシの回覧などで

、市民への情報提供も行っています。



ます。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・大量生産や技術革新により、太陽光パネル単体の低価 標 予　定指標値
　格化が進んでいますが、太陽光発電設備の導入価格は 3

実　績 －－－　依然として高額であるため、国や県の補助金を活用し

　ないと市の負担は大きいのが現状です。 名称 単位
・施設の築年数等により耐荷重、耐震性が異なるほか、 活

内容説明　大型の太陽光パネルを設置できる施設は限られてお　 動

　り、設置にあたっては様々な検討が必要です。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・太陽光発電設備の設置価格は高額なため、国などの補助を活用することが重要であり、市の関連部署間で

　緊密に連携して国などとの調整を図ります。

・太陽光発電設備の設置にあたっては、公共施設の築年数等を考慮しながら、様々な手法について、調査・
今後の方針等

　研究を進めていきます。

平成２９年度　事務事業評価表
27094

一般会計

事務事業名 公共施設省エネ推進施設整備事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 環境総務課 地球温暖化対策担当 柏原　哲也

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 二酸化炭素の排出量が削減されている

地球温暖化対策の推進に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成22年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

公共施設 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 13,865 14,551 0

人件費 4,836 5,158 4,053

目　的 総事業費 18,701 19,709 4,053

再生可能エネルギーの活用など公共施設の省エネを推進 30年度事業費（予算額）財源内訳
し、低炭素社会の実現を目指します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・市が率先して公共施設に太陽光発電設備を導入しま　 その他 0

　す。 一般財源 0
合　計 0

３.活動内容

名称 太陽光発電設備導入件数 単位 件
活

内容説明 公共施設への太陽光発電設備の導入件数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 1 1 0指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

市が公共施設に太陽光発電設備を導入し、再生可能エネ 名称 単位
ルギーの活用や省エネルギー化を進めることで、低炭素 活

内容説明社会の実現に向けた取組みとなるととともに、市民や事 動

業者への意識啓発にもつながり



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市が率先して再生可能エネルギーの活用や省エネルギー化を推進し、市民や事業者に

意識啓発する必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 設備の導入費が大きいため、市の費用負担を軽減する方法を検討する必要があります

。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
適正に請負業者を選定して適正な執行を行っているほか、国や県の補助金を活用し、

市の費用負担の軽減に努めています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
再生可能エネルギー等の利用促進を目指す事業であり、受益・負担は適正であると考

えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
環境負荷を軽減するための事業であり、地球環境への配慮を十分に行っています。

Ａ Ａ Ａ



3.6 27.9 －－－成　果（効果･予測）

・ごみの減量化・資源化による環境負荷の低減や、地球 名称 生ごみ堆肥利用量 単位 ｔ
　温暖化防止に寄与します。 活

内容説明 生ごみ処理機で処理した生成品を農産物栽培等に利用した量・地域農業者との交流や、地域野菜の給食への供給が促 動

　進されます。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・地域農業の市民へのＰＲを通して地域農業者の生産意 標 予　定 10 10 9指標値
　欲の向上を図るとともに、肥料購入経費の節減効果も 2

実　績 8.8 6.6 －－－　見込めます。

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・機器導入後の安定した事業推進には、引き続き協力農 標 予　定指標値
　家、学校関係者及び教育委員会関係部署との連携が必 3

実　績 －－－　要です。

・生ごみ処理機の経年対策や、発生した生ごみの新たな 名称 単位
　資源化手法について検討を行う必要があります。 活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

事業開始から１２年が経過し、設置した生ごみ処理機の経年劣化が進んでいることから、モーターや温調器

などの基幹部分を交換すること等による長寿命化や生ごみ処理機本体の更新、さらには資源化業者への委託

も含め、円滑な事業継続にむけた検討を行います。また、学校給食共同調理場から排出される生ごみの資源
今後の方針等

化を目指します。

平成２９年度　事務事業評価表
27518

一般会計

事務事業名 資源循環型生ごみ処理機維持管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 環境総務課 廃棄物対策担当 柏原　哲也

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物処理法

根拠法令 名　称 循環型社会形成推進基本法

環境教育等促進法

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成22年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内公共施設（学校給食施設） 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 3,437 3,328 4,978

人件費 3,422 5,379 6,116

目　的 総事業費 6,859 8,707 11,094

学校給食調理くず等の減量化及び資源化の推進を図りま 30年度事業費（予算額）財源内訳
す。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・業務用生ごみ処理機で生成された堆肥を使用して収穫 その他 0

　した農作物の学校給食への利用を確認するとともに推 一般財源 4,978

　進します。 合　計 4,978

・給食生ごみの堆肥化を起点とした資源循環システムの ３.活動内容
　仕組みを、環境学習における題材として活用するよう 名称 生ごみ処理機への生ごみ投入量 単位 ｔ
　学校に働きかけます。 活

内容説明 生ごみ処理機により資源化できた生ごみの量動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 35 35 33指標値
1

実　績 3



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市が排出する生ごみを減量化・資源化するための事業であり、一排出事業者の責務と

して取り組む必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 適切な維持管理に加えて生ごみ処理機の長寿命化や発生した生ごみの外部委託による

資源化手法等について検討します。
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業遂行上、必要最低限の事業費及び人工であり、引き続き効率的な事業実施に取り

組みます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
市施設が排出する生ごみの減量化・資源化を推進する事業であり、受益・負担は適正

です。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
ごみの減量化・資源化の推進による環境負荷の軽減とともに、資源循環システムを構

築し、食育や地域農業の振興等につながる取組みとして、市ホームページによる情報
Ａ Ａ Ａ

提供を行っています。



－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

既存の自区内最終処分場が平成２８年６月に埋立終了と 標 予　定指標値
なり、次期最終処分場の築造が必要となりますが、都市 3

実　績 －－－化した自区内での用地確保は困難です。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

平成２８年６月に市所有の最終処分場が埋立完了になり、以降全量資源化を行っています。今後も、焼却灰

の新たな資源化施策の動向についても情報収集を継続するとともに、自区内処理の原則を念頭に最終処分場

の用地確保に努めます。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9189

一般会計

事務事業名 最終処分場築造事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 環境総務課 廃棄物対策担当 柏原　哲也

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成7年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 50 0 0

人件費 3,869 1,105 1,105

目　的 総事業費 3,919 1,105 1,105

最終処分場（焼却灰の埋立処分場）の築造を目指します 30年度事業費（予算額）財源内訳
。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

廃棄物処理技術の情報収集に努めるとともに、自区内処 その他 0

理の原則により新たな最終処分場の確保に努めます。 一般財源 0
合　計 0

３.活動内容

名称 最終処分量の現状把握数 単位 回
活

内容説明 毎年度の焼却灰の発生量と、最終処分量の集計・把握動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

県外処分の状況に影響されない自区内での適正処理を行 名称 国の動向等の把握数 単位 回
います。 活

内容説明 国の廃棄物処理の技術や最終処分場等についての情報収集動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 3 3 3指標値
2

実　績 3 3 －－



み処理広域化に向け、大和高座ブロック４市間での検 標 予　定指標値
討、協議が必要です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

ごみ焼却処理施設基幹的設備改良工事の交付金を申請するにあたり、循環型社会形成推進地域計画の変更を

行います。また、神奈川県ごみ処理広域化推進会議の専門部会に参加し、広域処理について検討します。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9910

一般会計

事務事業名 ごみ処理広域化事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 環境総務課 廃棄物対策担当 柏原　哲也

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成10年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和高座ブロック構成自治体等 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 12 13 18

人件費 8,035 6,411 4,937

目　的 総事業費 8,047 6,424 4,955

大和高座ブロック４市で効率的なごみ処理システムを構 30年度事業費（予算額）財源内訳
築します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

相互協力を基本とし、大和高座ブロックでのごみ処理の その他 0

広域化を推進します。 一般財源 18
合　計 18

３.活動内容

名称 打ち合せ回数 単位 回
活

内容説明 ごみ処理広域化調整会議等動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 4 4 3指標値
1

実　績 4 3 －－－成　果（効果･予測）

大和高座ブロック４市が連携することで、効率的、かつ 名称 単位
安全・安定的なごみ処理体制が確立されます。 活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

ご



指標値
1

実　績 2 2 －－－成　果（効果･予測）

市役所の事業活動によって生じる環境への負荷を低減さ 名称 内部監査員研修 単位 回
せるため、省資源・省エネルギー化、廃棄物の抑制、環 活

内容説明 やまとEMS内部監査員に対する研修の実施境に配慮した公共事業の推進等を行うことで、地球環境 動

を守る取組みの促進とともに光熱水費等の削減も図れま 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

す。 標 予　定 1 1 1指標値
2

実　績 1 1 －－－

名称 内部環境監査 単位 部署
活

内容説明 環境配慮行動を推進するために、監査を実施する部署の数動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・ＰＤＣＡサイクルを機能させるためには、大和市役所 標 予　定 48 46 48指標値
　環境マネジメントシステムについて職員への周知を徹 3

実　績 48 45 －－－　底するとともに、システムを的確に運用する必要があ

　ります。 名称 単位
・職員で構成する監査チームごとに評価の付け方が違っ 活

内容説明　てこないよう、評価に当たっての客観性やバランスに 動

　留意する必要があります。 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

環境マネジメントシステム「やまとＥＭＳ」を運用します。内部監査がさらに平準化されるよう、事務局に

よる監査への同席や適切な助言を継続していきます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9970

一般会計

事務事業名 環境マネジメントシステム運用管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 環境総務課 地球温暖化対策担当 柏原　哲也

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 二酸化炭素の排出量が削減されている

環境基本法

根拠法令 名　称 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成14年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市が行う事務・事業 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 1,496 1,504 1,589

人件費 5,952 6,264 4,682

目　的 総事業費 7,448 7,768 6,271

大和市役所環境マネジメントシステムに基づき、環境保 30年度事業費（予算額）財源内訳
全への取組みを進めます。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・大和市役所環境マネジメントシステムの運用を行いま その他 0

　す。 一般財源 1,589

・大和市役所環境マネジメントシステムの周知及び環境 合　計 1,589

　意識の高揚を図るため、職員研修を行います。 ３.活動内容
・ＰＤＣＡサイクルを十分に機能させるため、内部環境 名称 環境啓発活動 単位 回
　監査を実施します。 活

内容説明 環境配慮行動を推進していくための職員に対する啓発等の活動動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 2 2 2


